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「一人一人が経営審園意識を高める学校のあり方」
一教員の関わり合いを深める校内研究の改善一
学校力開発コース (12220922) 星野桂
今日の学校教育を巡る複雑化・多様化する諸問題に対応するためには，組織としての学校
の力を高めていく必要があると考える。教師一人一人の力量を向上させるとともに，教師集
団としての力や協働体制の構築という観点からの取り組みが重要であるといえる。諸学校
の校内研究のあり方を調査した結果，学校力を高めるためには一人一人の学校経営への参
画意識を高める必要があることがわったO そのため，本研究では，経営参画意識を高めると
ともに教員の関わり合いを深める校内研究のあり方について考察するO
[キー ワー ド] ファシリテーション，エンパワーメント，協働的職場風土，省察的実践，校内研究の改善
1 問題の所症と方法
(1)問題の所在
今日の学校を取り巻く課題として，確かな学力
の定着，いじめ・不登校問題、特別支援教育の充実，
基本的生活習慣の育成，問題行動への対応，社会の
変化や価値観の多様化による生徒・保護者対応，
聞かれた学校づくりなど，複雑化・多様化した問題
に直面している。そのようなさまざまな問題に対
応していくためには，教師一人一人の力量を向上
させるとともに，学校の組織力を向上させること
によって，学校の教育力を高めていかなければな
らない。
子どもたちを取り巻く環境も社会ととともに変
わってきている。情報も変わると同時に学習指導
要領も変わり，過去に身につけた力量だ、けで、は乗
り越えられなくなってきているのが現状である。
情報4鯨告も整備されてきており)ICT活用が強調
されてきていたりと，数多くの点で学校環境は変
化してきでいる。子どもたちの変化，教科内容の変
化，教育方法の変化，学習耕オ・教具の変化など，
多様な変化に対応しながら教師としての力量を高
めていくことが求められている。しかし，現在の状
況の中で，教師一人一人だけで力量を上げるのに
は限界があり，それぞれで努力しでも効果は薄い
といえる。さらに，努力する方向性が違えば，序回読
全体としての持団故力・教育力はさほど向上しない
と考えられる。一人一人の力量を向上するために
は，全ての教員が意欲的に取り組むようにならな
ければならない。また，集団として係わり合いなが
ら意欲的に取り組むことで，相乗効果が期待でき
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る。
中学校の現場において，校内研究が停滞気味で
あるとしづ見方がある。学校としての序回哉のあり
方と校内研究のあり方は密接に関係しているとい
われる。校内研究のあり方を改善していくことで，
学校としての品目哉力を向上させることができると
いえる。
(2)研究の目的
本研究は，一人一人の教員が経営参画意識を高
めることによって，一人一人の教員としての資質
を向上させるとともに，学校の岸射能力の向上・教育
力の向上を図るために実施したものである。その
ために，現状の校内研究のあり方を改善していく
必要があると考える。
その手段として，ミド、ノレリーダーのエンパワー
メントを活かした校内研究の組織の変革，ファシ
リテ ションを導入した研究テーマ設定の手)1偵の
見直し，専門知の協働構築モデルの校内研究への
転換を推し進めていくものである。
(3)研究の方法
今年度は，ミドルリーダーのエンパワーメント
を組織にどのように導入するのか，ファシリテー
ションをどのように研究テーマ設定の段階に活か
すのか，専門知の協働構築モデルの校内研究につ
いての文献研究を中心に進めていく。
2 先行研究の検討
(1)学校改善における校内研修の位置
校内研究は学校研究の中核をなすもので、あり，
複数の機能を持つもので、もある。筆者は，校内研究
のあり方が変わることによって，職員の意識や力
量も変わり，さまざまな面において有効に働くと
考えた。
北神 (2010)は， I校内研修は子どもの成長・
発達とし、う学校教育課題の達成，教職員の職能成
長，教職員集団の協働関係の構築，そして学校の経
営改善・組織革新という役割機能を有するものと
して位置づけられるわけである。」と述べている。
(2)教師集団の特徴
淵上 (2005)は，教師集団の鞘教として「学級王
国や教科指導の独自性に見られる疎結合としての
側面ι生徒指導に見られる共通理解に基づいた
強固な同調性の2つの側面が共存しているj と指
摘している。
由布(1998)によって，その特徴を持つ教師集団
を把握するために「管理職と他の教師集団の意思
疎通，職員会議の決定などの学校経営に関する満
足度に関わる要因と同僚教師との話しゃ活発な意
見交換などの職場での教職員同士の意見交流関係
の頻度に関する要因によって教師集団を分類し，
行動傾向Jが検討された。
それによると，充実型と呼ばれる職場内での交
流が盛んで，学校経営に関する満足度も高い集団
は，良好な人間関係を築き，もっとも充実した職務
生活を送っていたとしづ結果が示されている。
教師集団として力量を向上させようとした場合，
教師集団としてのあり方が間われることになる。
管理職がトップ。ダウンで、意思決定を行ってばかり
いるような序回哉では，教師の学校経営に関する満
足度は低いものとなってしまう。また，教師同士の
交流が低い集団では，職務意欲が低い集団になる
傾向があるということである。
(3)協働的職場風土
淵上ら(2004)は， I自分の職場を協働的と捉えて
いる教師は，日頃の職務意欲や教育活動を高く評
価しているだけでなく，同僚教師や校務分掌聞の
コミュニケーション活動も高い頻度を示しており，
役割意識も高かったo 教師が自らの職場を協働的
と捉えていることが，日常の職務活動や同僚教師
や他分掌との交流に肯定的な影響を与えているこ
とがあきらかとなった。」と示している。
これからは，ただ単なる同調的職場風土では，
教師本来の考えを持っているにも関わらず，集団
圧力に抗しきれずに同一行動をとったり，会議に
おいては同調してしまう。特に，若手教師の場合，
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経験も浅いということで，ベテラン教師が主導権
を持って話を進めている場合などにおいて，自分
の意見を聞に挟んだりすることはなかなかできな
いものである。同調的な職場風土においては，一見
まとまっている集団のように見えるが，異論がは
さみにくく，同質・均質的な考えになり，創造的な
考えが生まれないばかりか，集団で話し合って決
めた形にはなるが，発言力の強い一部の意見で進
められたりするために納得感が低いといえる。
(4)教師が用いる対人葛藤の解決方法
淵上・太田(2003)は， I支配的解決方法の強い教
師は，弱い教師に比べて，全般的に葛藤を強く感じ
ていた。すなわち支配型高群の教師は，同僚や管理
職の行動・態度，校務分掌や学級経営などの耳樹事に
関することから学校の決まりに至るまで，多様な
領域で葛藤を感じていた。対人葛藤に対して，議論
的解決方法を重視している教師は，共通理解や共
同作業の場において強く葛藤を感じるものの，全
般的には低い葛藤を示していた。」との調査結果を
出している。
このことにより，支配的解決方法の強い集団に
おいては，たえず緊張にさらされながら職場で生
活しているということがいえる。このような職場
環境では，同{来性はなかなか深まることはない。同
僚性が深まることがないということは，教師一人
一人が独自に向上を目指すしかない。お互いが関
わり合い，切瑳琢磨しながら伸びていくためには，
議論的解決方法を重視している集団でなければな
らないということである。
同僚教師と忌』陣のない話し合いや自由な議論
を通し，葛藤を解決していくことにより協力して
いく姿勢が構築されていく。忌惜のない話し合い
や自由な議論を通しての解決であれば，納得感も
あり，共通理解の下取り組んで、いけるはずである。
そこに同僚性が築かれていく。議論的解決方法を
重視する集団が望ましいといえる。
(5) ミドルリーダーのエンパワーメント
協働的職場風土の構築には，ミドルリーダーの
果たす役割が大きい。管理職と教職員の関係をう
まく繋ぐだけでなく，ミドノレリーダーが学年間や
分掌間でどのような役割を果たすかによって，組
織のあり方が決まってくる。ミドノレリ}ダー が支
配的解決傾向にあれば，組織は同調的職場風土に
なる。ミドノレリーダーが縦の関係・横の関係共に
コミュニケーションを十分に活かした関係を構築
していく必要がある。そのためには，エンパワーメ
ント(自己効力感を抱きながら，他者に積極的に提
言し働きかけていくこと)が必要になってくると
淵上(2004)は述べている。
(6)授業研究の歴史的背景
秋田(2012)は， I授業研究の質に変化が見られる
のは，60，70年代である。科学技術の発展や変化
と共に，米国からもたらされた行動主義の理論に
基づき，授業を自然科学的にPDCA型で捉える過程
研究が普及した。」と示している。
授業目標を設定し，目標達成を評価する効果を
重視する研究と教師の指導技術や教育方法を探
究する授業研究中心の研究になっており，多忙化
などのさまざまな事情により，形骸化してきでい
るのが現状だといえる。
3 実践と結果(明らかになったこと)
平成 24年度に公開授業研究会が行われた山形
県内公立A，-..，G中学校7校」を中心に学校研究の
実施状況や教員からの聞き取り調査を行った結果
から，学校研究改善の具体的な道筋を検証すると
ともに，それぞれの学校研究の状況を分析した。
(1)研究部会のf針哉について
学校によって名称が違うが，研究部が帝国哉の中
に位置づけられている。その構成を見ると，学校に
よってまちまちである。 B中学校では、研究主任，
学習指導部長，教務主任， 4名の教科代表の計7名
の構成である。 C中学校では，校長，教頭，主幹教諭，
研究主任，学習指導部長，情報教育担当主任，教科
代表3名の計9名の構成である。 G校では，校長，
教頭，教務主任，研究主任，学習指導部長，教科代表
2名の計7名から成る。ほぼ似たような構成であ
り，この紙織構成からはいえるのは，全体を統括す
る組織力が弱いということである。中学校の現場
において，教科部会が粘織されており，教科部会ご
とに研究が進められているが，教科の代表者が2
'-"'3名研究部に位置づけられでも，全教科を網羅
しているとはいえない。
(2)研究テーマ設定
4月当初に研究部が組織され，それから全体構
想の準備に入るのが一般的な流れである。 4月下
旬に職員会議等で全体構想、を提案することになる
ために，時間的な余裕はない。ほとんどの場合，管
理職である校長・教頭から研究主任に提案された
り，研究主任の方から校長・糠頁に原案を相談しな
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がら決まるのが一般的である。また， 3，-..，5年のス
パンで校内研究が行われるために，前年度踏襲と
いうケースがほとんどある。全体でじっくりと話
し合って決める流れになっているのは，A中学校
である。A中学校の場合， 5年次の研究発表が終わ
り，来年度新しい研究テーマになるために， 11月
頃から全体で研究テ}マに絞った話し合いの場が
持たれている。ただし， A中学校の場合，研究発表
会が6月にあるがために，早い段階から準備作業
に入っているといえる。
全体で、研究テーマについて話し合って決めると
いうことがないために，全体で決めたことではな
く，納得感が低いのではと考えられる。また，全体
構想提案で研究主任より説明はあるが，職員一人
一人が十分な理解を深めているとは言いがたい。
(3)校内研究の進め方
ほとんどの判交が教科部会中心に進められてお
り，教科ごとにサブPテーマやつけたい力を明確に
しながら研究を進めている。年3回ほどの授業研
究会を計画し，教科ごとに割り振りを行い，教科ご
とに授業者を決定する。授業者は，指導案を作成し，
教科部会で指導案検討会を行い，手直ししたもの
を提出する。授業研究会において提案授業がなさ
れ，分科会が行われる。ほとんど授業研究会の場合，
授業者からの自評があり，その後に質疑応答を行
い，指導主事等の外音防もの助言者の講評を得て
終わりというパターンで、ある。D中学校では， KJ
法を活用したグループワークを取り入れた分科会
を行っていた。
教科を中心に進められていることで教科の独自
性が強調され，教科の壁が見えてくる。また，ベテ
ランの教員ほど授業研究会に前向きに取り組まず，
若手に押し付ける傾向がある。というのも，授業研
究会のあり方が負担に感じることが多いことから
くる。忙しい中，大変な思いをしながら授業研の準
備をしたのだが，嫌な思いが残ってしまうものに
なっている。つまり，指導技術や指導方法にj合った
事後研になっており，発言力のある一部の人たち
の考えが場を占めている場合が多いのである。そ
れでは，教職員が協働で、授業研究に向かっていく
雰囲気にはなりにくいのは当然といえる。しかも，
教科主体であるがために，年に l回教科で行う程
度なので，次の授業研究に活かされていかないケ
}スがある。
4 考察
(1) 関り合いを深める組織変革
中学校では，教科主体で校内研究が進められて
いくが，この場合，教科の壁が生じてしまう。研究
部の構成員を考えた場合，序回哉の代表としての意
識が薄い構成になっているため，うまく話し合い
の場が設定できないなどの問題を抱えているのが
現状である。
教科を中心とする組織から，学年を中心とする
持射哉に変革することにより，より教員同士が関り
合い，話し合えるようになると考えた。学年部を母
体とすれば，年度当初の多忙な時期においても，校
内研究に関する話し合いの時間を学年部会に組み
込むことができるようになる。
研究部の構成も，校長，教頭，教務主任，研究主
任，学習指導部長，各学年代表3名の計8名に編成
換えすることにより，機能すると思われる。
(2)一人一人の参画意識を高めるテーマ設定
研究テーマ設定に当たり，極く一部の教師によ
る原案作成が，そのまま全体構想の場に提案され
る現状がある。それでは共有化が不十分であり，
意識が低いのは当然である。共有化のために，学年
部会で生徒の実態をもとに課題を絞りながら，研
究テーマの原案設定を行っていく。各学年で話し
合う際には，研究部の学年代表がファシリテータ
ーとして，学年部の職員が納得して決定するよう
に促していく。教員の合意形成が得られなければ，
一人一人の参画意識も高まらないと考えられる。
(3)学びのある校内研究
多忙化の中で指導案を作成し，事前検討会で指
導案を検討し，練り直して授業を公開するのが一
般的なやり方である。授業は，授業者の意図があっ
て行われるものであり，事前検討会で指導案を吟
味した結果，授業者の意図したこととは違ったも
のになってしまうことがある。 事前検討会を学年
単位で行い，内容自体も指導案の形式も簡素化し
てし、く。事後研にっし、ては，少人数のクツレー フ。で話
し合いが深まるよ うに配慮するとともに，指導技
術や指導方法中心の効果的伝達モデ、ノレ型で、はなく，
伝達も含みながらも教師のよさを認めたり，学び
合う協働構築モデパ型の事後研にしてく必要があ
る。生徒の事例を通して，教師の実践的知識と即効
的判断について省察していく。
そのことにより，専門家としての教師の一人一
人の力量が伸び，協働性により経営参画意識が高
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まっていくのではなし1かと考える。
5 到達点と課題
(1)研究の到達点(明らかになったこと)
校内研究に対して，一人一人が意欲的に取り組
んでいくためには，研究テーマの共有化が図らな
ければならないということが明らかになったO そ
のためには，ある程度の時聞をかけて話し合い決
定する議論的解決型の集団になる必要性がある。
そこで，組織の改編が求められてくる。
同僚性を高めるために校内研究は有効に機能
するということがいえる。校内研究のあり方を見
直す必要があり，現在行われている効果伝達モデ
ル型ではなく，協働構築モデル型に変容すること
で，教師の専門性を高めることができる。
教師自身が互いの授業を観察することによって，
身tね惑覚を共有しながら学びの場としていこうと
する意識付けが重要である。相互が省察したもの
を情報交換することで，そこから得た学びをそれ
ぞれの授業に生かすようにしなければならない。
(2)今後に向けて
3月 10計画案作成
4月上旬 10研究推進委員会組織
4月中旬 10研究テーマ設定(ファシリテ
ーションによる)
O職員の意識調査
4月下旬 10本校研究全f科書想の説明
5月，._， 10第一回校内研究
0アンケート(評価・改善)
9月 10第二回校内研究
10月 10実習校での実践意識調査
11月 10第三回校内研究
2月 10研究のまとめ
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